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なお、令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症に関連する相談を多数受け付けて

おり（センター受付 200件）、行政相談は国民の身近な相談窓口として役割を果たして

います。 

相談は、特別定額給付金など個人・家庭向けの支援や持続化給付金など事業者向け

の支援に関するものが多く寄せられました。相談内容（例）は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新型コロナウイルスの影響で仕事が減り、生活の見通しが厳しいので早く特別定額給付金

を支給してほしい。 

○ 私は母子家庭であるが、新型コロナウイルスの影響で失職して、生活が苦しいので、何ら

かの支援がないか知りたい。 

○ 新型コロナウイルス感染症対策のため、家族が介護施設から自宅待機を命じられ、その期

間が無給であった場合に受けられる支援がないか知りたい。 

○ 新型コロナウイルス関連で持続化給付金のような個人事業者が受給できる国の補助金や

給付金はないか知りたい。 

○ 私は飲食業を営んでいるが、新型コロナウイルスの影響で経営が苦しいので、支援がない

か知りたい。 

○ 会社に私が新型コロナウイルスに感染していないことを証明するため PCR検査を受けたい

がどこに相談したらよいか教えてほしい。 

（連絡先） 

山口行政監視行政相談センター  

担当：行政監視行政相談課 沖、庵谷 

電話：０８３－９２２－１５９１ 
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＜行政相談の主な改善事例＞ 

事例１ 
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事例２ 
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事例３ 
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事例４ 

 

 

 

 


